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視 察 概 要 

 

【報 告 者】 室 厚美 

【視察日程】平成 29 年 10 月 16 日（月）～18 日（水） 

【視 察 地】長野県（塩尻市、飯田市） 

 

 塩尻市 飯田市 館山市 

人口（平成 29 年最新値） ６万７,６４２人 １０万２,６９６人 ４万７,４５０人 

面積 290.18k ㎡ 658.66k ㎡ 110.05k ㎡ 

市議会議員数 １８人 ２３人 １８人 

一般会計当初予算 

（平成 29 年度） 

２６３.５億円 ４５７.３億円 １７５.７億円 

 

 

【視察概要】 

 

１(1) 塩尻市の移住・定住対策（空き家バンク）     ＜P５～１０＞ 

 

 塩尻市の移住・定住施策の特徴は、ターゲット（２０・３０代の子育て世帯）を明

確にして優先順位をはっきりつけた施策、産官学連携の具体的・活発な取組、必要な

情報をターゲットに届くように工夫するという考え方であり、説明からも頂いた資料

からもその徹底ぶりがヒシヒシと伝わってくる。市長が「子育て支援に毎年１億円上

乗せ」という公約を継続実施しているというのもメリハリのある対応で素晴らしい。 

 平成２７年 9 月に、「３０年後も“選ばれる地域”であり続けるために」取り組む

べきことをまとめたシティプロモーション戦略「移住・定住・好住促進アクションプ

ラン」を策定し、「子育てしたくなるまち日本一」を目指した各種施策を優先的に取り

組んでいる。外部との連携も活発で、信州大学との共同授業、リクルートホールディ

ングスとの包括連携協定、ソフトバンクとのインターンシップ連携など。「塩尻市プ

ロモーション推進会議」には、区長会、不動産業、民間企業、観光業、農協、金融機

関、大学、子育て関連、等が名を連ねる。また、子育てパンフレットには、０歳～１

８歳までの各種支援と夫々の問合先（１１部署）が一覧できるようになっており、“切

れ目ない子育て支援”への意気込みが感じられる。 

 

 空き家バンクに関する館山市との相違点は、 

① 一般財団法人塩尻市振興公社（市 100 ％出資）に市の職員が出向し、コーディ

ネート業務を行うことで、ワンストップ体制の構築、情報の一元管理を実現、 

② 不動産業者との連携により登録物件を増やし物件仲介等の専門業務を任せる、 
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③ 片付けや除却工事等にも補助金を出す、 

など。これら方策により空き家バンクが活発化していることがよく分かった。 

 

 

１(2) 塩尻市「センサーネットワークによる鳥獣被害対策」    ＜P１１～１５＞ 

 

 塩尻市は、全国初の市営プロバイダ事業を実施（１９９６年）するなど、以前から

ICT 化基盤整備に力を入れてきた。街づくりにセンサーネットワークを活用する一環

として、鳥獣被害対策にも取り入れた、という流れであり、そうした情報化のベース

があったからこそ低額（５００万円）で鳥獣対策のセンサーが開発できた。 

ICT はあくまでも“道具”であるとの考え方。獣検知センサーにより出没時間や場

所等の動きが分かってきたことにより（見える化）、効率的に檻や罠を設置でき、また

捕獲するとメールが配信されすぐにと殺ができるようになった、さらに地域が一体で

参加するという実施体制も重要で、それにより被害ゼロに繋がったとのことである。 

 館山市とは ICT 化のベースが全く異なるのでそのまま適応は難しいが、「ネットワ

ーク化」の仕組み等検討できる点もあるかと思う。 

 

２．小池手作り農産加工所有限会社      ＜P１６～１８＞ 

 

会長の小池芳子さんが、農村女性の収入を得ることを考えよう、という目的で始め

た活動の数々。信念を持って一歩ずつ粘り強く活動することで周囲（JA 組合長、村

長、社協会長等の実力者）の賛同を得ていった過程を具体的に細かく教えて下さり、

参加した委員全員が、大きな感銘を受けた。 

当初は、女性が子育ての都合に合わせて働ける野菜作りから、余ったものを売り始

め（直売所の走り）、独立してからは、農家が持ってきた野菜や果物を何でも加工でき

るようにしていった。 

小池会長から、行政の役割についての発言として、「産地のものを行政が作ってや

ると失敗する。おぜんだてはほどほどに」「立ち上げは５～６人のやる気のある人が

集まれば始められる。そこに補助金をつける。「やる気を起こさせる仕組みを作るの

は良い。人を育てることが成功のもと」「かげで応援すること。面倒を見すぎると失敗

する」「産地のものの副産物を活用することで雇用増、所得増につながる、という仕組

みを作ることが大事」など。 

実際に小池会長が独立する際には自分の資金 1500 万円を使い補助金はなし。利

益を上げたところから計画的に設備を増やしていった。機械は大事に使いむやみに買

わない方針で進めてきた。 

 小池会長は、全国各地の農産物加工にもノウハウを積極的に提供しており、市内で

も起業可能性のあるところにも情報提供していきたい。 
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３．飯田市の体験型観光、農家民泊    ＜P１９～２３＞ 

 

 飯田市が平成 7 年に体験教育旅行誘致にターゲットを絞ってから６年後に、飯田

市はじめ１４市町村と１９民間の出資を受け広域での体験型観光による地域振興を

目指して「南信州観光公社」が設立された。 

 館山市でも参考にすべき体験型観光推進の秘訣は、 

① 通過されてしまう観光地から脱皮するためには、滞在型の観光地とならなければ

ならない、という信念が貫かれていること。行動・実践の積み重ねが今日に繋がっ

ている。 

② プログラム充実のため周辺町村へ拡大し、広域の南信州観光公社設立へ繋がった。 

③ 農家の協力者を口コミ紹介で増やしている。体験は地元の人とのふれあいが多い

方が好まれる。「関わる人こそが最高の財産」。 

④ 窓口一本化（受付・手配・調整・現地コーディネート・精算の全てを公社が行う）。 

 

４．飯田市・株式会社飯田まちづくりカンパニー     ＜P２４～２６＞ 

 

 株式会社飯田まちづくりカンパニーは、中心市街地活性化のためにつくられた行政

と民間共同出資のまちづくり総合支援会社である。それまでに、行政の呼びかけで民

間やコンサルとともに再開発に向けた勉強会を重ねた。地元ゼネコンが立ち上げを 1

年手伝った。 

まちづくりにとって、行政と市民との意識共有、協業、役割分担が重要性であるこ

とがよく分かる事例であった。 

 

 

【まとめ】 

 今回の視察を通じて共通して痛感したこと、館山市でも十分に考慮すべき点： 

① 目的に合った施策を考えることが重要であり、ターゲットを明確にして、施策の

優先順位、メリハリをつけるべき。 

② 難しい事業ほど成果は簡単には出ない。信念を持って始めた施策であれば、長期

的な視野で取り組む（もちろん効果を検証しながら状況に応じた修正は必要）。 

③ そのため、担当者が短期間で変わってしまうと継続性が保てない。部署により専

門性を持つ職員を長期で育てることも必要。情熱を持って取り組む職員を適材適

所で活躍させる。 

④ 産官学の幅広い連携がまちづくりには効果的。さらにどれだけ多くの市民を巻き

込むことができるか。 

以上 
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移住・定住対策（空き家バンク） 

 

【報 告 者】 本多 成年 

【訪問日時】 １０月１６日（月） １３：００～１５：４５ 

【訪問場所】 塩尻市役所  

【対 応 者】 

塩尻市企画政策部地方創生推進課シテイプロモーション係 係長 山田 崇氏 

   ※肩書経歴 内閣府 地域活性化伝道師  信州大学 地域連携研究員 

         Forbes JAPAN  「日本を元気にする８８人」 

         「地域に飛び出す公務員アウォード 2013 」大賞受賞 

 塩尻市議会事務局長  竹村伸一氏    歓迎挨拶 

 塩尻市事務局議事調査係長 藤間 みどり 庶務司会 

 

【視察目的】 

 塩尻市に大変活躍されている名物市役所職員が、現在どの地域でも問題となってい

る「移住定住を促進するための住環境支援」「空き家の積極的な利活用」について取り

組んでいるとのことで、その手法を学ぶことで、館山市での参考になればとの思いで

視察させていただいた。 

 

【塩尻市の概要】 

位置関係  松本盆地の南端、長野県のほぼ中央に位置し、市内に信濃川水系の奈良

井川、天竜川水系小野川が流れ、塩尻峠、善知鳥峠、鳥居峠は、太平洋

と日本海への分水嶺となっている。 

沿  革  昭和３４年に塩尻町、片丘村、広丘村、宗我村及び筑摩地村の１町４村

の合併により市制を施行し、続いて昭和３６年に洗馬村が、平成１７年

に楢川村が編入合併となり今日にいたっている。 

産  業  農業は、野菜と果樹の生産団地が形成されており、ブドウ、リンゴ、な

し等が栽培され、ブドウを原料とするワインの醸造は、地場産業として

脚光をあびている。工業は内陸部特有の精密機械、電気・一般機械製造

の工場が立地し、交通の利便性などの地理的優位性から進展しており、

農業中心都市から工業都市へと変貌しつつある。（セイコーエプソン等） 

人  口  ６７，０９０人（平成２９年１０月現在）１０年程度人口はほぼ横ばい 

面  積  ２９０．１８ｋｍ2  （館山市 １１０．０５ｋｍ2 ） 

決算状況  財政力指数０．６５ 経常収支比率 ９１．６％  

公債費負担比率 １５．６％ 

健全化率  実質公債費比率 ７．２％  

将来負担比率 ４３．７％ （平成２７年度） 
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【視察内容】 

 空き家の積極的利活用について、山田係長が実践してきた施策について伺った。 

【目的】 

空き家対策をするに至った理由については、空き家を「地域の資産」にすることによ

って空き家の減少を図るとともに、定住者の増加を図ることにある。 

【背景】 

 市内の空き家は６３０戸、内活用できる可能性のある空き家が４２０戸となってい

るが、民間事業者が介入している物件は極少ない。 

平成２４年から始めた空き家バンク制度が限定的なはたらきしかしておらず、且つ問

題のある空き家については意向調査をしていたが、利用についてのアプローチをして

こなかった。 

【事業の概要】 

 移住定住を促進するうえでの土地や居住するための家屋として空き家を活用する

為、行政と民間事業者が連携し課題解決にあたるとともに、具体的な更地化、跡片付

けまたリフォームから更に、売却・賃貸物件化を促進する補助制度を整備することに

よって、空き家を有効な不動産商品として価値を高め、流動させる。 

 

【具体的な施策例】 

①塩尻市振興公社 

 サポート体制の強化を図るため、また、ワンストップ体制の構築を図るための相談

窓口を塩尻市振興公社に一本化し、業務内容として空き家の基礎情報調査、データベ

ース化の構築、不動産業者のコーディネート、空き家利活用モデルの企画・実施とし

ている。 

 

②塩尻市空き家利活用促進連絡会 

 塩尻市空き家利活用促進連絡会の加入業者２０社と連携し、物件の確認・査定、住

宅診断の実施、改修や除去に対するコーディネート、物件の紹介・仲介をする。 

 

③空き家補助金の拡大 

・ 空き家補助金が市街化区域だけでていたものを、市街化調整区域を含む全市で行

うようにした。 

・ 対象者が先進的なリノベーションをする業者への発注を可能とするため、市内業

者限定で出していたリフォーム改修工事を市外の施行者による改修工事も対象と

した。 

 

④移住・定住促進居住環境整備事業補助金の変更 

・ 片付けや除草伐採費用の補助金を市街化調整区域に拡大、補助率 1/2 、10 万円 

・ 空き家への居住誘導をするため改修工事費の助成を市街化調整区域に拡大及び市
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外業者の施行を追加、補助率 1/2 、50 万円 

・ 除去費用として市街化区域に市街化調整区域、都市計画区域外にも拡大、1/2 、

50 万円 

 

※空き家調査アンケート集計結果がＨ２９年７月にだされているが、市街化区域より

も、調整区域及びその他区域の方が、売却、賃貸契約ともに良いようである。 

 

※平成２９年１０月での空き家補助金の実績では、片付けで７６２千円、改修工事で

１,６２３千円、除去（取り壊し）1 ,500 千円となっている。 

 

※平成２９年１０月での空き家バンク登録件数は平成２４年度～２７年度まで毎年

０～４件だったが、平成２９年（19 月）には３５件まで増加。市街化調整区域、そ

の他の区域が増加の傾向が大きい。 

 

【その他移住・定住施策】 

① 塩尻未来会議 

 地域に対する誇りや愛着を醸成する為、一人一人の声が現実のまちになっていくこ

とを目指し、塩尻のことを学び、まちづくりのアクションについて対話する市民参加

型ワーキングを実施している。 

 

② 市内小中学生と空き家の掃除 

 市内小中学生・高校生を対象に塩尻市への興味関心、愛着を持ってもらえるように、

市内教育機関やキャリア教育支援機関と連携し、総合授業やコミュニティスクールの

企画運営をサポートしている。 

 

③西の子サマースクール 

塩尻市の小学校のサマースクールに高校生・大学生などの多様なゲストを招き、学習

支援や特別授業を行い塩尻市への愛着の醸成を図る。 

 

④信州大学との共同授業 

 信州大学との共同授業として、松本地域への若者の定住促進をテーマに「地域活性

化システム論」を実施、塩尻市の地方創生、官民共創の取組を講義し、参加者の対話

を通して地域への愛着の醸成を図る。 

 

⑤MICHIKARA 地方創協働リーダーシッププログラム 

 シテイプロモーションの趣旨である外部の「人・もの・金・知恵」を呼び込み、地

域を活性化する為、地域課題に対し官民協働で施策提言を行う。 
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⑥リクルートホールディングスとの包括連携協定 

 MICHIKARA の参加企業であるリクルートホールディングスと地方創生をテーマ

として業務連携協力の協定を締結。リクルートの新規事業開発プログラム「リクルー

トベンチャーズ」での新規事業の実証実験を塩尻市で実施。 

 

⑦楽園信州移住フェア 

 塩尻市の移住定住を促進するメーンターゲットである子育て世代むけにパンフレ

ットを製作し、移住ターゲットに対し、中信三市や長野県と連携し、ＰＲを実施。 

 

⑧MICHIKARA インターンシップ 

 ソフトバンク社のインターンシッププログラムと連携し、地域課題や行政課題に対

し、インターンシップ参加大学生と市若手職員が共同で課題解決案を検討し官民協働

事業の立ち上げや、施策立案につなげることのできる職員の人材育成機会の場とする。 

 

⑨子育て世代への重点的プロモーション 

 「子育てしたくなるまち日本一」の実現に向けて塩尻の強みである子育て支援施策・

施設をプロモーションし、20 代 30 代の子育て世代の移住定住を促進する。 

 

⑩結婚支援事業 

 定住につながる可能性が高まる結婚を支援する為、地域の就業者 20 代 30 代の若

者を対象に、ライター講座、カメラマン講座、参加者のマッチングイベントを実施。 

 

⑪ふるさと寄付金の拡充 

主に返礼品を要因としてふるさと寄付の市場が拡大するなか、塩尻市においても、こ

れまで提供してきた特産品（ワイン等）に加えて、セイコーエプソン社の製品を追加

し、ふるさと寄付金を通じた塩尻市の認知度やイメージの向上を図る。 

 

 以上が、塩尻市の行ってきた地方創生・移住定住を成すための施策としての「空き

家の有効利用に関する施策」と「その他の地方創生・移住定住に関する施策」である。 

 

【諸施策をしての成果】 

・ 人口動態として平成元年からの統計で元年から平成１６年までは、人口は増加傾

向にあったが、平成１７年以降、減少に転じ平成２７年まで続き、平成２８年は 74

人増となっている。 

・ 社会増減として、２０代から３０代の世代の転入者が増えている。それにともな

って、５歳から９歳の転入も増えている。 

・ 塩尻市の転入・転出については、長野県内において転入及び転出は 1500 人ほ

どでほぼ同数となっており、出入りはいっしょ。社会増減で言うと多い傾向にある。 



9 

 

 

【所 感】  

 まず、この視察で対応してくださった長野県塩尻市企画制作部 地方創生推進課シ

テイプロモーション係係長 山田 崇（たかし）氏の話しをしなければならない。山

田さんは市の職員でありながら、塩尻市内の商店街の中の空き店舗を借りて、シャッ

ターを開けるプロジェクト「空き家から始まる商店街の賑わい創出プロジェクト

nanoda 」の活動を始めた方で、最初は仕事が終わってからの時間外で始めた、個人

のボランティア事業でしたが、市の幹部がその活動を評価してくれ、職員の仕事とし

て認めてもらえ、市のプロジェクトである空き家対策を自分の仕事として現在も公務

員としての立場で活動を続けている。 

※nanoda とは、2012 年 4 月からは、シャッター街化してきている地元”大門商

店街”の空き店舗を活用した「空き家から始まる商店街の賑わい創出プロジェクト

nanoda （なのだ）」をスタート。市職員を中心に、メンバーが毎月 1,000 円を払い、

空き家を借りて、さまざまな活動を実施している。 

 

 以上が、山田氏が現在まで取り組んできた事業であるが、その説明の仕方にも、澱

みがなく、1 時間半の時間、語り続けたその熱意は、やはり公務員の域を超えた人物

とみえた。 こんな情熱をもって説明できる姿にまず、感動した。 

 情熱だけでは事は動かない。そこに私は「仕掛け」というキーワードを提示したい

と思う。仲間を集めようとする場合、様々な餌をまき、仕掛けを巡らせているように

思う。そこに集まった少数の人は、見て見ぬふりをしている人と違い、やる気満々で

取り組んでくれている、との印象を持った。 

 「いいんですよ。全部を巻き込まなくても。」そんな言葉が耳に聞こえてきたように

思った。やはり、今回の視察でも、昨年のＪＡ島根の職員さんでも、成功した事例と

なると、「この人、ここまでやるの？」と思われるほどの情熱と、且つ、冷静に情勢分

析のできる人物が信念をもって取り組んだ結果だということ。そして、それをやり遂

げられるような環境を作ってあげることができるトップがいるということではない

か。 

 ただ、館山市ではどうかと言うことになるわけだが、塩尻市と館山市の大きな違い

は、塩尻市が長野県の中部の中核都市となるわけだが、その気候と地の利を活かして、

精密機械工場が多くみられること、特にセイコーエプソン社は一社だけで 6000 人

の雇用が生まれている点であろうか。市内を移動するときに思いのほど工場とみられ

る建物が多いとの印象を持った。又、果樹の豊富さや、楢川村を併合したことによる

観光産業への取組など、贅沢な環境にあるなと、訪問まえとは違った良い印象を持っ

た。 

 館山市は、地政学上の不利な点をどのような利点に変えていくか、館山の海、山の

資源をどのように使って宝に変えていくか。今回の私のキーワード「仕掛け」をどの

ように仕込んでいくか、それと市役所職員の在り方、今までのように何年かで移動さ
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せ、事務全般に通ずる人材育成をしていくのか、その仕事に精通した専門家を育成し

ていくのか、その辺りも行政トップには考えていただきたい。 

 

 

 

塩尻市 空き家対策 視察研修  説明者 山田 崇氏 
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センサーネットワークによる鳥獣被害対策 

 

【報 告 者】  今井 義明 

【訪問日時】  平成２９年１０月１６日（月）１４：３０～１５：４５ 

【訪問場所】  長野県 塩尻市 

【対 応 者】 

 塩尻市企画政策部次長 CTO （最高技術責任者） 金子春雄氏 鳥獣被害対策説明 

株式会社ラムズ 代表取締役 米窪利幸氏 センサー説明 

（獣検知・罠捕獲センサー等の開発） 

 塩尻市議会事務局長  竹村伸一氏    歓迎挨拶 

塩尻市事務局議事調査係長 藤間みどり氏 庶務司会 

 

【視察目的】 

 千葉県房総半島では、近年、イノシシ・シカ等野生鳥獣が急激に繁殖し、水田，畑

地が荒らされ、米を主に収穫高の減少や、耕作放棄地の拡大が年々深刻化。鳥獣との

一進一退が続いている。また、市街地にも出没する様になり、市民に危害を加えるに

至っている。電気柵やワナの設置など、地域をあげて対策を実施するが、被害の拡大

を止めるに至っていない。効果的な捕獲・撃退の方策が見いだされていないのが現状。 

塩尻市では、独自の ICT 利活用により、鳥獣被害対策を進めている。特に民間企業

と連携、「獣検知センサー」・「罠捕獲センサー」を開発し、イノシシ対策を実施したこ

とで、被害をゼロにした。先進的で、画期的なシステムの運用実態を学ぶため、塩尻

市を視察することとした。 

 

【長野県 塩尻市の概要（視察地の概要）】 

 長野県のほぼ中央で交通の要衝。多くの精密機械工業・物流運輸企業が拠点を置く。

（セイコーエプソン・昭和電工・日本電産・ヤマト運輸・佐川急便） 

人口 ６７，０８７人（平成２９年５月１日）。  

面積 ２９０．１８   山林７５％。 

第一次産業=８．４％、第２次産業=３２．６％、第３次産業=５９．０％、 

 

 

【視察内容】   

事業の概要 

 塩尻市独自の情報ネットワーク（塩尻プライベートクラウドシステム）を活用し、

設置したセンサーから収集した情報を効果・効率的に関係者に配信して、鳥獣の捕獲・

撃退を行なうものである。 
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塩尻プライベートクラウドシステムの沿革について 

首長が、情報に貪欲だった事から、 

・１９９６年（平成８年） 市独自の ICT（情報通信技術）事業を、塩尻インターネ

ット接続機構（会員１０，０００人を超える全国初めての市営プロバイダ事業）を

地元 IT 企業と連携、オープンソース（公開して自由に改良できるソフトウェアの

設計書）で展開実施。 

ベンダーに依頼すると１０億円掛かるといわれた。ならばと、独自で市民向けにオ

ープンソースソフトウェアを５，４００万円で開発導入。当時、光は無かったが、

１万人の会員で長野市と一緒に開始した。信州大学が協力。 

全国初の行政 JP ＮIC 会員・JPRS 事業者（ドメイン割当、IP アドレス割当）・通

信事業者。 

・２０００年 総務省所管「街中にぎわい創出事業等」により、情報拠点「塩尻情報

プラザ・光ファイバーネットワーク」を構築。 NTT より早く光化。当初９０㎞

で開始、現在、光ファイバー総延長１３０㎞。同様の補助金で、全国１４の自治体

が開始したが、他は破綻し、塩尻市だけが残っている。独自の通信設備を確立して

あったから。 

・２０１２ ２０１３年 総務省所管「ICT 街づくり推進事業」により、「情報の見え

る化」を実施。全国で５県の事業が採択された。事業費２億５千万円で自前の通信

システムを開発。全額国負担。 

こどもの見守り、気象対策、防災対策、鳥獣対策等地域が抱える分野で活用。 

センサーの開発は、１０数種類。中継機は６４０台（半径３５０ｍから５００ｍに

１台）。情報の伝達は無料。子どもの見守りでは、自宅等から随時に児童の居場所

を検索把握。防災対策では、土中の水分を分析し感知、３０分前に災害を予測。 

この「ICT 街づくり推進事業」の一部に「鳥獣被害対策」が入っており、大きな成

果を上げている。鳥獣対策のセンサー開発費、５００万円（補助金）。 

 

センサーによる鳥獣被害対策の概要 

・対策を実施した地域と状況 

塩尻市北小野地区（市南部にある緩やかな渓谷に囲まれた地域。農地も谷沿いに点

在）で実施。 

耕地面積２７．５ｈａ、稲作中心で８割を JA に出荷。典型的な中山間地。 

平成２３年度に耕作面積のうち８５％が鳥獣被害に遭い、農業収入が激減。 

地域全体を電気柵で囲うには労力と金が掛かる 

・センサーの開発。 

平成２３年度から、市独自のセンサーネットワークを活用したイノシシ被害対策に

着手。一部地域で試行を行なっていたところ、ICT 街づくり推進事業に採択された

事を契機に具体化。市と地元のベンチャー企業でつくる「ＩＴ－アグリ研究会」が

連携推進し、センサー機器を開発。 
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 「ＩＴ－アグリ研究会」とは 

   農業関係の困りごとを解決する・一番困っているのは何かから始まった 

・初めは手弁当・鳥獣対策のセンサー開発に取り掛かった。地元農家や猟友会が緊密

に連携、効率的に獣の捕獲・追い払いを実施。区民一団となった対策会議。 

参加団体  猟友会・市農林課・地元市議・正副区長・水利組合 

 

システムの概要  ２種類の検知センサーを開発 

  開発者（ＩＴ－アグリ研究会会員） 株式会社ラムズ 代表取締役 米窪利幸  

 ①獣検知センサー・②ワナ捕獲センサーを農家や猟友会が設置。軽量かつ簡素な構

造なので、場所の移動が簡単。センサーが獣を感知すると、登録している猟友会のメ

ンバーに、塩尻市のセンサーネットワークを通じて、メールで通知（自動配信）。被害

状況、獣の種類、場所時間等の得られた情報をもとに、出没予測、効率のよい罠檻の

設置場所等、効果的な対策が可能となった。 

①獣検知センサーの特徴 

獣検知センサーとカメラを搭載。 赤外線対応で昼夜問わず感知可能。  

太陽電池と充電池により、長時間作動し続け、電力線不要。 

イノシシを感知すると、警報音と光で威嚇し追い払うと同時に、市センサーネット

ワークを通じて、獣の出没時間と場所を、登録者の携帯電話にメールで通知（自動

配信）。 携帯電話不通箇所でも市ネットワークが繫がっていれば利用可能。獣の追

い払いや進入防止に寄与。  

②ワナ捕獲センサーの特徴 

獣がワナに掛かると、登録者の携帯にメールが自動配信される。 

センサーによって通報が来れば、すぐ道具を持って現場に行ける。 

ワナに掛かった獣の迅速な撤去に寄与。 

現在センサー機器は、２０か所に設置されている。センサーは高性能で、軽量で移

動しやすいので数は少なくて済む。 

 

センサーによる対策の効果 

対策前の被害耕作面積が８５％であったところ、２４年度には２０％、２５年度

には０％に激減し絶大な効果が現れた。 

以前は、被害後の結果だけが見えており、農家の耕作意欲の低下につながってい

た。しかしセンサーの設置で、出没の時間、場所、被害がメールで届くようになり、

獣の行動、食害の現場、捕獲現場がリアルタイムで見える形になった事で、農家の

イノシシに対する撃退、捕獲に対する意欲の向上に繫がった。 

敵が見えた事で目標が決まり、機器の設置に意欲的になった。今までは、他地区

から猟師に来てもらっていたが、自分で免許を取ろうとなって、自前の猟師が増え

た。機器では、イノシシは殺せないので、効果が示せたのは、人間の力。それには、

区長さんが地区をまとめ、結束して対策を打ってきたことが大きい。 
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機器がイノシシをやっつけたのではなく、人間の行動によって抑圧できた。区長

さんのリーダーシップ、地域の協力、猟友会の専門知識、センサーを開発する企業

の技術協力など、地域全体で結束した行動体制が構築できたことが大きい。 

 

・ちょっと興味のある説明 

安曇野市の（株）サーキットデザインと云う会社（無線機器のトップ企業、車の

エンジンスターターの専門メーカー）が、ＧＰＳ情報発信装置を組み込んだ首輪を

開発し、メスザルに付けて群れを追跡した所、オスザルは群れから離れ移動するが、

メスザルは群れから離れないので、天気予報の様にサルの出没の予測につながった。

群れの行動が予測できれば、マルチコプターでサルの群れを追跡できる。サルは上

からの攻撃に弱いので効果的。サルは前の日に、偵察が里を見てきて、群れが集合

して打ち合わせをし、翌日の朝に襲って来る。なんとも人間社会と同じだ。 

又、イノシシの生態調査も福島県で行っており、２年間ＧＰＳセンサーにより追

跡調査した結果、２～３か月の間に複数のネグラを移動し、元に戻ってくる事がわ

かった。追い出しても、いずれ戻ってくるので、やはり捕獲が必要であるとの説明。 

 

その他の対策状況 

・平成２８年度捕獲駆除状況  

 イノシシ４７頭・ニホンザル１２５頭・ニホンジカ１１７頭・カモシカ７頭・ 

ツキノワグマ１４頭（目撃７１頭） 

・獣の生息数 

 イノシシ８００頭・ニホンジカ１７千頭～４万頭・サル１０００頭 

・捕獲従事者の数 

 猟友会の会員数１０４名、平均年齢６６歳 年々平均年齢は上がる 

・捕獲した個体の処理 

 捕獲した従事者に一任 組織でジビエの活用は無い 

・個体数の削減の取り組み 

 サルレンジャー３名 有害鳥獣パトロール員３名 配置し調査 

・被害対策事業補助金  

 電気柵及び防護ネット設置事業  

１０万円限度２分の１・共同設置限度２０万円３分の２ 

 わな猟免許取得事業 

   取得に掛かる費用、ハンター保険料、国県猟友会費等１０分の１０ 

 銃砲所持許可取得事業  ３万円限度２分の１ 

 狩猟登録事業    ワナ猟登録１２分の８、第１種銃猟１２分の９ 
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【所  感】 

 塩尻市では、首長が情報システムに貪欲だったこと、名だたるＩＴ企業が立地する

背景など、従前からＩＣＴを活用する基盤があることが特徴的である。 

 ６万７千人の塩尻市が、大学、ＩＴ企業と連携、独自のＩＣＴ事業を構築し、「ＩＣ

Ｔ街づくり推進事業」を進めてきた事は、驚きでした。 

情報の見える化によって、イノシシの行動や、ワナの設置場所の検討など、やみく

もに対策を講ずるのではなく、効率良く対策を講ずることがわかり、今後の鳥獣被害

対策の大きなヒントになった。 

館山市における「鳥獣被害対策」ですが、総合クラウドシステムは構築できないが、

単体のセンサーは１基１０万円弱との事であり、館山市に於いてもモデル地区を設け

るなどして、実施してみる価値はあると思う。 

このセンサー機器については、「ＩＣＴ等を用いた新技術の実証」「鳥獣被害防止総

合対策交付金」の対象でもあり、館山市の被害地区にも推奨すべきである。 

センサー開発会社からは、千葉県内にも、１０５基のセンサー機器の導入実績が有

ると説明されたので、今後導入先の運用経過を調査したい。 

以上 
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小池手造り農産加工所㈲の受託加工について 

 

【報 告 者】  本橋亮一 

【訪問日時】  平成 29 年 10 月 17 日（火）9 ：30 ～11:30  

【訪問場所】  小池手造り農産加工所有限会社 

長野県飯田市下久堅下虎岩 578 - 8  飯田工場 

【対 応 者】  小池芳子 会長 

 

【視察目的】 

地域資源（農産品）の加工、商品化による農家の安定した収益向上をめざし、全

国に向けて生産者より農産物を預り、加工委託を受けて商品化する経営方式（受託

加工）を発信確立した小池手造り農産加工所㈲のこれまでのあゆみ（沿革）と取組、

そして現在の状況について調査視察した。 

 

【飯田市の概要（視察地の概要）】 

南アルプスと中央アルプスに囲まれた天竜川沿いの地域である南信州飯田市。 

江戸時代の「飯田元結」の技術により引き継がれた水引工芸は、国内７割超のシ

ェアを誇る産業に成長している。 

又、明治から昭和初期には、養蚕、製糸業が大きく発展したが養蚕業の衰退とと

もに桑園は果樹園へ、製糸業は精密機械工業へと変化、現在、果樹栽培には豊富な

日照時間と昼夜の寒暖の差、段丘の地形を生かしてりんご、桃、梨、柿などの多品

種栽培が主流となっている。 

精密機械工業ではモーターや工学レンズの分野で世界に誇る部品を生産、航空宇

宙産業でも高い技術力が評価されている。 

 

 

【視察内容】 

小池手造り農産加工所㈲のあゆみ（沿革） 

 

昭和 54 年 

小池芳子氏が女性グループによる集落営農をまとめ、稲作、養蚕から、野菜作りに

転換、集団化することで当時としては大金の 300 万円を農協より融資を受け「育苗

センター」を設立した。農家の女性が子育てをしながら参加できる農業を確立するこ

とをめざし、この思いが現在の小池手造り農産加工所へ引き継がれるとともに、会社

の特色である生産者から農産物を預り受託加工するという経営方式の礎となる。 
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昭和 58 ～61 年 

規格外の野菜を活かし、女性の手取り収入を確保するため、無人販売所を開設する。

その後、喬木村議会議員を 2 期務め、女性の視点から村の安全な水準の確保や災害で

傷ついたリンゴを加工して世に送り出そうと、当時は貴重であった 100 ％リンゴジ

ュースに取り組み、女性 27 名の出資と村や県の助成を受け、六次産業のさきがけと

なるリンゴジュース、リンゴジャム、とうふの製造を行う。 

 

平成 5 年 60 才 現在の「小池手造り農産加工所」を起業 

 

平成 13 年 67 才 法人化し「小池手造り農産加工有限会社」代表取締役就任。 

          地域特産物マイスターに認定（加工所では初） 

 

平成 20 年 76 才 長野県知事賞受賞 

 

平成 22 年 4 月 77 才 黄綬褒章受章 

 

平成 23 年 4 月 78 才 農水省より六次化推進のための「ボランタリー 

プランナー」に任命 

 

平成 23 年 6 月 79 才 社長を辞任し会長に就任 

 

小池芳子会長の思いは、農家の女性の救済や雇用の創出をめざし、天災や気候に左

右されず、規格外の作物や果実を商品化（六次化）することによって、安定した収益

向上が見込め農業を元気にすることにも繋がる。 

さらに、地元の地域資源の有効活用として農産物を青果としてだけでなく加工食品

にすることによって、作物の個性と魅力を引き出し、多品目の商品を作り出すことで

消費は拡大し、生産者である農家も元気になり、地域も元気になるというものである。 

小池手造り農産加工所㈲の特色として、生産者から農産物を預り、小ロット、多品

目でも加工委託を受けて製品化するという経営方式を取っており、全国およそ 2000

軒（延べ）の農家の作物を少量でも手造り素材を活かし、無添加で素朴な、おいしい

製品に受託加工している。 

さらに加工委託する生産者に対し、独自の商品ラベルや包装までオリジナルで行っ

ている。 

 

訪問した事務所、飯田工場は従業員 30 名のそれ程大きな工場ではないが、当日 85

才の小池会長のこれまでの経験に基いたお話を直に聞くことができました。まさに小

池会長の人生そのものであり、私利私欲にとらわれず、行動派、戦略家、又システム

作りの達人として、農家の救済に力を注いでこられたことに感服した。 
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さらに人間としてのあたたかさや面倒見の良さが思いやりのある会社として従業

員の皆さんの信頼も厚く、製品作りの一つ一つ丁寧に取り組むスタイルにも繋がって

いるのではないかと思う。又小池会長は、「経験や知識はみんなの物です。そう考える

ことが自然なことなのです。企業秘密だから教えないというような考えの組織に発展

はありません。知恵と経験を広くやりとりする事で、人と人が繋がり、さらに発展す

ることができる。」と仰っている。 

世の中のあらゆる事業を動かしていくのは、すべて人間力のなせる業か！！ 

 

【所感】 

地産地消を奨め、地域資源の有効活用を図ろうとするなかで、館山市も食のまちづ

くりを推進しているが、南信州、又全国あらゆる地域で天候や災害などによる規格外

作物や市場に出荷できない作物が多く存在し、同様の悩みをもっているなかで、個々

に製品化して収益を上げていくのはなかなか困難な状況にあるかと思う。 

オリジナル商品の開発が地元で成功すれば一番良いことだが、小池会長の農産加工

所のようなシンクタンクはないので、受託加工の専門家として 20 年以上努力してこ

られ、平成 23 年には農水省より六次化推進のための「ボランタリープランナー」に

任命され、小ロット、多品目にも対応していただけるということで、南房総地域に於

いてもアドバイスを受けたり有効利用することができないかと思う。 

何かいいアイディアが生まれるかもしれない。 

 

以上 
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南信州での着地型観光（体験型観光）の取り組みについて 

 

【報 告 者】龍﨑 滋 

【訪問日時】平成 29 年 10 月 17 日（火） 13 時 10 分～16 時 

【訪問場所】飯田市役所  

【対 応 者】 

株式会社 南信州観光公社 代表取締役 高橋 充氏 

 飯田市議会 議長 清水勇氏    歓迎挨拶 

 飯田市議会 議会事務局調整係長 筒井文彦氏 庶務司会 

 

【視察目的】 

①地域の特性や資源を活用した新たな観光戦略を視察。 

   ②体験観光と教育を結びつけた宿泊型の旅行による地域の活性化策。   

   ③複数の自治体と地域の事業体の出資による第三セクター（公社）の概要 

 

【飯田市の概要（視察地の概要）】 

 飯田市は長野県の最南端に位置して、東に南アルプス、西に中央アルプスがそび

え、南北に天竜川が貫く日本一の谷地形。古くは東西、南北の交通の要衝地として

経済的にも文化的にも独自の発展を遂げる。養蚕や水引などの伝統産業により発展

してきた飯田市は、現在では精密機械や電子・光学のハイテク産業他、加工食品産

業や農業などが盛んに行われている。 

 「住み続けたいまち 住んでみたいまち 飯田 人も自然も輝く 文化経済自立

都市」「若者が帰ってこられる産業づくり」「帰ってきたいと考える人づくり」「若者

が住み続けたいと感じる地域づくり」これらを実現するための持続可能な地域経営

を目指す。 

 

 市政施行 昭和 12 年 4 月 1 日 総面積 658.66   人口 101,581 人 

 世帯数 37,694 世帯  

 事業所数 6,521 事業所 従業者数 54,410 人 

 農家戸数 4,502 戸 販売農家 2,053 戸 自給的農家 2449 戸 

  

【視察内容】および調査 

１、体験型観光振興事業の取り組み 

2001 年１月に飯田市他４村と JA みなみ信州をはじめ 1 0 の地元企業・団体

の出資による広域地域振興を目的とした第 3 セクターの株式会社を設立。

2016 年には上伊那郡中川村が 15 番目の自治体として新規加入。 

   



20 

 

２、観光公社（第 3 セクター）の概要と運営 

  資本金 2965 万円（受権資本 5 万円×1000 株） 

  出資者 飯田市、松川町、高森町、阿南町、他 10 村     

      信南交通、JA みなみ信州、信濃毎日新聞、南信州新聞社、 

      飯田信用金庫、八十二銀行、他 11 事業体 

  運営  職員体制：取締役１名、正社員１名、契約社員２名、 

飯田市観光課（ツーリズム係）１名 

      JA や県内、他地域からの研修生の受け入がある 

     1000 名以上の農家やインストラクター、地域コーディネーターとの 

つながり 

  経営状況 市町村及び出資団体からの補助金は無く独立採算にて運営。 

       設立後３年は赤字だが 2005 年より単年度収支が黒字となる。 

 

３、体験プログラムの内容と事業実績 

一般団体は素材提供型プログラムが主流。桜守の旅、和菓子探訪の旅、南信州 

フォトガイドなど。 

  イベント型プログラムはウィンタートレッキング、名山トレッキングなど。 

  他に、団体請負企画や募集型企画旅行（産地ツアー）。 

  体験プログラムの種類別受け入れ状況（2013 年） 

    農林業体験  22100 人   52 ％ 

    スポーツ体験  8000 人   19 ％ 

    市街散策    5500 人   13 ％ 

    味覚体験    4300 人   10 ％ 

    他の体験    2700 人    6 ％ 

   ※農業体験が全体の 5 割。農林業体験は農家民泊や農家体験も含む。 

 

４、農家民泊の受け入れ方法と対応 

  農家民泊の割り振りの仕方 

   ① 個別訪問スタイル 農家一軒ずつ依頼に回る。 

   ② 会合＋個別訪問スタイル 会合にて計画書を配布し、後日戸別訪問。 

   ③ 地区組織一括依頼スタイル 地区の受け入れ組合等に一括依頼。 

   ④ 行政組織一括依頼スタイル 地区自治会や営農支援センターに依頼。 

※受け入れ農家の状況が地域により異なるため、4 パターンの受け入れ対応が 

ある。 

    

 

５、体験旅行事業の地域への直接的な経済効果（2013 年） 

  学生団体が全体の 90 ％を占める 
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   ① 体験プログラム費用 １億６千万円 

   ② 宿泊料金      １億８百万円 

   ③ 昼食・弁当代    1 千８百万円 

   ④ 観光土産・バス他  ５千５百万円 

          合計  3 億４千百万円 

  ※国内観光消費額のツーリズム乗数（地域内循環指数）によると約 2.4 倍の 

経済効果が予想される  - 国土交通省観光部調査より-  

   このことから、8 億円の経済波及効果を予測する 

 

６、今後の取り組み課題と新展開 

   ① 体験教育旅行のパンフ、ツールの戦略的改訂   

   ② 体験プログラムの品質管理と関係者のモチベーションの維持 

   ③ 体験型観光の通年化、インバウンドの受け入れ推進 

   ④ 体験型観光受け入れ地域の拡大とマーケットの安定化 

    常に、観光メニューの刷新や情報の拡大等、攻めの観光戦略に努める。 

 

【ポイント・メモ】（高橋社長の説明の中からキーワードなどを拾う） 

・従来型（20 ～30 年前）の学習旅行からの転換 

  500 円～1000 円の単価から 1000 円～3000 円・6000 円の体験料 

・行政が窓口である信頼度（事業範囲と規模の拡大により第三セクターへ） 

・斬新な企画 豊富な農業体験の他、山登り、川下り、沢歩き、 

（こんなことでも良いのだ！） 

・本物の体験（実際に作業を共にする達成感が感動に繋がる） 

・キャパの拡大が大事（たとえ評価が良くても、受け入れのキャパが小さくて 

断ったら成立しない） 

・受け手、協力者を増やす（広域自治体、事業者の参加による安定と信頼） 

・豊富な体験内容（2 泊 3 日の日程を地域内で埋め、他地域に移動させない） 

・旅館業法の問題（民泊では食事の提供ではなく一緒に作り食べること） 

・民泊と体験の料金、8000 円 一軒当たり 4 人の受入れで 32 000 円 

 年間 20 組 70 ～80 人受け入れで 50 万～60 万程度の収入 

・受入れ農家は 300 戸で果樹農家が主体（協力者を含め 1000 人以上の関わり） 

 専業農家 3 割、自給的農家 7 割で 60 代から 70 代が大半 

・体験料の配分（旅行会社 10 ％ 観光公社 15 ％ 農家等 75 ％） 

 

【その他の特記事項】 

〇飯田市の現場主義（産業経済部門の課は現場に入る） 

 農業課は JA 内に、林務課は森林組合、観光課は公社他 4 カ所に駐在 

 金融政策課は商工会議所に入り民間事業との連携重視、公民一体の政策 
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〇ワーキングホリディ 

 体験学習旅行とは別に農家の募集するワーキングホリディは、参加者が交通費を

自己負担して、食と住を農家から提供されながら無報酬で農作業を行うもので農家

の労働力確保に役立っている。 

 

【所  感】 

日本各地の観光を戦略という視点で見ると、近年はインバウンドへの期待や観光

客の消費動向が「もの消費」から「こと消費」に変化している中で、体験型観光は

以前からあったものの、あらためてその効果について考えてみる価値があると思わ

れる。 

また、交通網の整備・改善により、従来は宿泊型であった観光地が日帰りとな

り、来訪者数の割に経済効果が見込めないという観光地が多く見受けられる。 

今回の視察は日光市議会の行政視察と合同研修の形になったが、日光市において

も、日光東照宮という日本屈指の名所を抱えながらも、これらの現象をどのように

打開するかという課題をもって参加したとのことである。 

今回訪問をした飯田市とその周辺地域は、南信州という長野県でも南端に位置し

ており、一般的に長野県をイメージする領域から地理的にも外れ、通常の観光地と

しては立ち行かないという危機感があったのではないかと推察する。 

このような背景の中で、学校教育の指導要領で示されるように、児童生徒の総合

の学習、つまり、学校内だけでは培うことの出来ない多様化した社会を見て理解を

することや、豊かな人間性の醸成を目指す体験学習が教育課題として示された事

は、この体験型観光事業に大いに追い風となったといえる。 

このように、これらの動きをいち早く観光事業に取り入れて、地域の重要な振興

策に結び付けた事例はかなり見られ、館山市においても館山体験交流協会が学習旅

行の受入れをしており、今後の取り組みに期待をしたいところである。 

飯田市の事業において特筆すべきは、観光公社としての事業体のあり方である。

近隣自治体 15 市町村および 15 以上の民間企業の出資とともに、その参加を職種

別に見ると、農協、地方テレビ局、地方新聞社、金融機関、交通会社などがあり、

観光事業全体の効果で考えると、観光施設、お土産特産品製造や宿泊等、まさに地

域全体が関わり支えあう仕組みづくりが出来ている事である。 

どの様なプロジェクトも、その構想は様々な事例を参考に練り上げる事は出来る

が、実際に着手し現実的な活動に入るとなると、多くの課題に直面をする。それを

乗り越える、マンパワーが不可欠であるが、この公社代表の高橋取締役の熱意と行

動力に成功の鍵を見ることができた。 

農林業体験など、実際に営農をしながらの体験観光の受け入れや農家民宿の経営

について、大変な非効率をイメージしたのだが、受け入れ農家は個々の経営の中で

上手く子供たちの受け入れを行っている。また、今回の民泊先に他地域からの移住
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者のお宅もあり、豊富な体験メニューと相まって、体験プログラムの企画開発や受

け入れ態勢の多様性はそのまま今後の事業の安定と継続を担保している。 

今後見込まれるインバウンドの受け入れや体験型観光の拡大については、他の地

域との競合が激化することも予想できる。 

そこで、産地間競争を勝つにはどのような取り組みが必要か、そこに今回の視察

研修の目的があると、あらためて感じた。 

そもそも、各地域の特長や魅力に差異があるとしても、選択する側から見て、き

め細かな受け入れ体制や、受け入れ側の気持ちがどの様であるか。喜びや感動を与

えることが出来るほどに受け入れ側の気持ちがこもっているか。 

それは必ずしも過剰なサービスをすることではなく、関わる全ての事業体や人々

が納得できる仕組みづくりが出来ているかどうかではないだろうか。 

事業規模が拡大し、複数の自治体が参加するという広域連携は言葉で言い表せな

いほどの課題や難題があったのではないのか。あくまでも予想の域であり厳密な回

答は得られないであろうが、過疎化や地域振興の後発地域を危機感として真剣な取

り組みが為されたであろうと推察するところである。 

今、館山市をはじめとして安房 3 市１町は、観光分野に止まらず、冬は暖かく夏

は過ごしやすい気候風土の中で培われてきた房州の多様性をあらためて見直し、そ

の上で今まで以上の連携が出来るのか、観光産業に重点を置く地域としての結束力

と実行力が問われる時代ではないだろうか。 

 

以上 
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㈱飯田まちづくりカンパニーの取り組み 

 

【報 告 者】 榎本祐三 

【訪問日時】 平成 29 年 10 月 18 日（水）9 時～12 時 

【訪問場所】 長野県飯田市知久町 1 丁目 10 番地 

【対 応 者】 ㈱飯田まちづくりカンパニー 取締役事業部長 三石秀樹氏 

 

【視察目的】 飯田市が株式会社によってまちづくりを推進している取り組みは 

       極めてユニークなものであり、その実態を調査して館山市の 

まちづくりの資とする。 

【飯田市の概要】 

       飯田市は長野県の南端に位置し、江戸と京・大阪の東西を結ぶ街 

道の要衝として、古くから繫栄してきた人口 10 万 5 千人の南信州の

中核都市である。 

 また、中央・南アルプスに囲まれた山国ならではの暮らしは、環境モ

デル都市に選ばれるなど、市民が一体となって自然と共生する暮らしを

目指している。 

 特に視察先とした㈱飯田まちづくりカンパニーが、中心市街地の活性

化・再生に取り組んでおり、他の自治体にはない民間企業が主導するま

ちづくりで成果を上げている。 

 

【視察内容】 ㈱飯田まちづくりカンパニーの三石事業部長に約 1 時間 45 分の説

明を受け、意見交換の後再開発された現地を視察した。 

       説明の概要は、以下のとおりである。 

       飯田市では、「丘の上」という中心市街地からの人口流出や都市機能

の郊外流出が進み、空洞化の問題が発生していた。 

そのような中で、かつて栄えた「丘の上」中心市街地を南信州の中心

都市として再生し、10 万都市の顔として恥ずかしくない、そして市民

が誇りの持てる街に再生しようとの機運が高まった。 

このような同じ思いを持つ市民、商店、企業が中心となって出資し、

行政からも出資協力を得て設立されたのが、市民資本の第三セクターの

㈱飯田まちづくりカンパニー（まちづくりの総合支援会社）である。 

平成 10 年 8 月に設立され、平成 11 年には橋南第一地区市街地再

開発事業実施設計策定、飯田市中心市街地活性化基本計画策定と中心市

街地活性化のための事業計画を立ち上げ、事業を遂行してきている。 

㈱飯田まちづくりカンパニーは、デベロッパー事業、調査・研究・開

発事業を中心に、市街地ミニ開発事業、物販・飲食事業、イベント・文
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化事業、福祉サービス事業などが主な事業領域である。 

会社設立後 3 年間は赤字経営であったが、それ以降は黒字経営を続

けており、利益については出資者に配当するのではなく、新たなまちづ

くり事業への投資に回すとのことであった。 

 

今日までの主な実績 

① 橋南第一地区市街地再開発事業（平成 13 年度完成） 

名称：トップヒルズ本町 

住宅販売：３５戸（完売） 

テナント賃貸：6 店舗 

駐車場：３９台（月極） 

ビル管理 

② 橋 南 第 二 地 区 市 街 地 再 開 発 事 業 （ 平 成 18 年 度 完 成 ）        

名称：トップヒルズ第二 

住宅販売：２７戸（完売） 

テナント賃貸：８店舗 6 事業 

ビル管理 

③ 堀端地区優良建築物等整備の計画策定事業（平成 19 年度完成） 

計画規模：地下 1 階、地上 5 階 

健康と福祉、環境をテーマとしたビル（ヴィスタパレス堀瑞） 

デベロッパーとして参加 

④ テナントビルの建設（平成 14 年度完成） 

名称：まちカン２００２ 

テナント賃貸事業：テナント 7 店舗 

ＴＭＯ事業（国・県補助事業） 

⑤ ケア付高齢者共同住宅施設の建設（平成 14 年度完成） 

名称：アシストホームりんご 

賃貸事業：戸数 6 世帯 

単独事業 

⑥ 地域交流施設の管理及び運営（平成 11 年度～） 

名称：リンゴ並木三連蔵 

施設内容：市民ギャラリー、集会室、飲食喫茶室、並木資料館等（市

からの管理運営を委託） 

       現在では、飯田市中心市街地活性化基本計画に示された事業は 

ほぼ完成し、施設の維持管理等の事業やこの中心市街地でのイベント事

業等に取り組んで、当該市街地の活性化を図っている。 
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      完成した施設等の視察・見学 

       これらの事業で完成した施設を当該会社の社員の案内で見学し  

      たが、銀行（信用金庫）をはじめ美術館、スーパーマーケット、飲食店、

生活雑貨店、フィットネスクラブ、アロマテラピー、ファッション等の

店舗が並び、新しい街並みを認識することができた。 

       特にこれらの施設と隣接する中心市街地のシンボル的な「リンゴ並木」

は、昭和 22 年の大火災によって市の 8 割を焼失した飯田市民にとっ

て、当時の中学生が復興祈念として植樹したものであり、中心市街地の

再開発と並行して公園的に整備され、市民の憩いの場所となっている。 

 

【所  感】 

 飯田市が他の自治体にはない㈱飯田まちづくりカンパニーを立ち上げることがで

きた背景には、まちの現状に問題意識を持った市民が多くいたことである。 

 彼らが市の現状の問題に共通した認識をもち、再生のための方向性を共有できたか

らこそ、この会社の設立に繋がったものと考える。そして再開発地域に関係する住民

も含めて事業が進められており、他市で見られる再開発事業の反対運動も起きていな

いことは、この種の事業を進めるうえで大いに参考になるものである。 

 また、この会社が行政を主導するような立場で推進したことが成功につながったの

ではないかと思料する。三石部長の話では、市の総合・基本計画の作成にも同社は関

与しており、方向性を執行部と共有して実施しているとのことであったが、飯田市に

はこのようなシンクタンク的な立場の会社があることに羨ましくさえ思えた。 

 館山市が中心市街地の活性化を進めようとするならば、まずは飯田市のように中心

市街地に対する住民の思いと、どのように活性化するのか共通した認識が不可欠であ

り、それが明確にならなければ実現は難しいと思われる。 

以上 

  

 


